
 

 

社会問題・健康医療対策特別委員会委員会調査報告書 

 

 

令和５年11月20日(月)から22日(水)まで、社会医療法人 祐愛会織田病院外３か所

において、次の付議事件について調査したところ、その概要は別紙のとおりでした。 

 

 

付議事件 

１ 地域医療体制の整備ついて 

２ 子ども・子育てへの支援について 

３ 少子化対策について 

４ 児童虐待・いじめ対策について 

 

 

 

  神奈川県議会議長    加 藤 元 弥 殿 

 

 

社会問題・健康医療対策特別委員会委員長   市 川 和 広  
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１ 調査の概要 

(1) 調査箇所  社会医療法人祐愛会織田病院、佐賀県庁、特定非営利活動法人Ｓ

ＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮ（子どもの村福岡）、九州国際重粒子線

がん治療センター 

(2) 出席委員  市川和広委員長、柳瀬吉助副委員長、 

田中洋次郎、ます晴太郎、山本哲、細谷政幸、持田文男、 
森田学、中村武人、作山ゆうすけ、相原しほ、佐々木正行、 
添田勝の各委員 

 (3) 随 行 者   清水主事（議会局議事課）、小司副主幹（政策局総務室）、 

         鳥居主査（総務局総務室）、朝崎主査（健康医療局総務室） 

(4) 調 査 日   令和５年11月20日（月）から22日（水）まで 

(5) 行 程 【11月20日】 

       羽田空港 → 九州佐賀国際空港 →  

社会医療法人祐愛会織田病院 → 佐賀市内（泊） 

【11月21日】 

       佐賀市内 → 佐賀県庁 →  

特定非営利活動法人ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮ（子どもの 

村福岡） → 福岡市内（泊） 

【11月22日】 

 福岡市内 → 九州国際重粒子線がん治療センター →  
福岡空港 → 羽田空港 

 

２ 社会医療法人祐愛会織田病院 

(1) 調査目的 

社会医療法人祐愛会織田病院では、「治す医療」から「治し支える医療」への

転換を掲げ、退院支援や在宅医療に取り組んでおり、入院直後から治療と並行し

て退院支援のためのスクリーニングを開始するほか、院内に「メディカルベース

キャンプ」を設置し、退院直後の在宅支援を行っている。 

メディカルベースキャンプでは、訪問看護を行うスタッフの位置や患者の自宅

を院内の大型モニターで把握したり、病院と自宅のテレビをつなぎ、在宅患者の

見守りやオンライン診療を行う等、ＩＣＴやＩＯＴ、ＡＩが活用されている。 

こうした、ＩＣＴやＩＯＴ、ＡＩを活用した退院支援や在宅医療の取組を調査

することにより、地域医療体制の整備に関する今後の委員会調査の参考に資する

ものする。 

 

 (2) 社会医療法人祐愛会織田病院出席者 

   社会医療法人祐愛会織田病院理事長、院長、副院長ほか 

 

 (3) 委員長挨拶 
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 (4) 社会医療法人祐愛会織田病院（理事長）挨拶 

 

(5) 概要説明 

  以下の内容等について、説明があった。 

  ア 85歳以上人口の急増に伴う地域医療の課題 

  イ 多職種協働のフラット型チーム医療の推進について 

  ウ ＩＣＴを活用した業務の効率化について 

  エ 在宅医療支援チーム（メディカルベースキャンプ）の役割 

  オ ＩＣＴを活用した在宅見守りシステムの概要 

  カ オンライン診療の取組 

 

(6) メディカルベースキャンプ（動態管理・眠りスキャン）見学 

     
 

(7) 病棟（眠りスキャン・スマートベットシステム）見学 
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(8) 質疑応答 

質 疑 ＩＣＴ化等についてのイニシャルコストは、病院の経営という側面で

いうとどのような状況なのか。また、今後の課題などがあれば確認した

い。 

 

応 答 経営的には、ここは急性期の病院であるため、病床の稼働率より利用

率、それと回転の速さが大切である。基本的にお金は、診療報酬でも介

護保険でも認められない場合、ほとんど持ち出しになる。ただ、今、グ

ループホームを１棟建てるには１億円程度かかり、それを考えると、こ

のコストは安いものである。前は受け皿としてグループホームや特定施

設を作っていたが、お金がかかる上、すぐに埋まってしまう。利用でき

るのはほんの10人前後であるため、それを考えるとこの投資は十分見合

う。退院直後は特に必要になってくるし、しかも85歳以上は、退院後そ

のままというわけにはいかない。治療だけでなく、そこから後を見るの

が、治し支える医療の一番重要なポイントである。 

これまでは、昭和の時代の治療をそのままやってきており、高度急性

期だと、治すところに集中してきた。今後は、その後どうするかが重要

である。ハコモノにお金をかける時代ではなく、テクノロジーをいかに

使っていくかが日本にとっては大切で、実際、2035年に85歳以上は１千

万人を超えるため、ハコモノを造っていたら間に合わないため、テクノ

ロジーをいかに使えるか。認知症で徘徊する方たちは施設で致し方ない

が、生活できる方に限っては、できるだけ家でというのが今後の基本に

なると思う。 

実際、コストとしては、（眠りスキャンやスマートベッドシステム等

を導入した）３階病棟で３千万円程度かかっているが、ハコモノを造ろ

うとしたら、たった９人、10人のために１億円くらいかかる。一方、連

携センターは、いろいろな企業が実証実験の場にしているため、そこま

でかからない。我々は、いかに現場からアイデアを提供していくかとい

うことだろうと思う。 
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質 疑 実証実験で使っているから、本来であればすごくお金がかかるものが

安く済んでいるというような側面もあるのか。 

 

応 答 それはあると思う。わざわざ状態を見に家に行くことなどが頻繁にあ

るが、それをかなり削減できる。マンパワーが減ってきているので、今

後、そのようなことが重要である。 

 

質 疑 我々が直面しているのは、医師の2024年問題で、二次救急が回らない

のではないかと心配している医師や、50歳以上の医師は昼夜問わず医

療・救急をやってきたのに比べ、若い医師が付いてこられないのではな

いかという不安もある中、先生の取組が医師の負担・人手不足解消にも

つながるのではないかと考える。それとともに、介護分野にまで、これ

ほど入ってきている病院が少ないと思われる中、連携自体、すばらしい

と思う。我々の仕事としては、このシステムを介護保険の保険適用にし

なければならないと思うが、御所見を伺いたい。 

 

応 答 2024年、医師の働き方改革が入ってくる。これから重要になってくる

はずの二次救急が無くなっていく可能性がある。三次救急は集約化され

てよいと思っており、そんなにたくさんある必要は無いと考える。一番

必要なのは、85～90歳が、かかってすぐに生活の場に帰れる、地域地域

にある二次救急が重要だが、評価されてこなかった。逆に、三次救急の

患者が年間５～６千人程度集まっている。三次救急のドクターは疲弊し、

認知症も入ってきて大変な状態である。基本的には、二次救急をいかに

大切にするかが重要と考える。 

今、一番重要なのは訪問看護の役割ではないか。特に、地方は医師が

どんどん減っている。増えているのは神奈川県含めて一部で、佐賀県は

横ばいだが70歳以上の先生方が３～４割、75歳でリタイアするというこ

とで大問題になっている。これに、かかりつけ医機能で強い働きかけを

してしまうと、そうしたら辞めた、となってしまう。 

介護保険分野に関しても、ドクターに比べて介護スタッフの数が圧倒

的に多い。そういうところをうまく整理してやっていくかだと考えてい

る。 

我々も、最初はハコモノ造りを一生懸命やっていた。ゆうあいビレッ

ジというお年寄りの村をつくり、色々な機能を混ぜてできるだけ地域の

人が安心できるようにということでハコモノを造った。これは、介護報

酬で認められるもののみである。ハコモノを造っていても切りがないし、

どこかでピークアウトする可能性があり、相当の投資が必要になり難し

い。今後はハコモノでなく、いかに地域で見守るかだと思う。ハコモノ

を大きく造ったが、人が集まらず駄目になったところもある。やはり働

き方改革の中で、それなりに人が残る形をつくっていくのが大切である。 
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また、ＩＣＴの導入が働き方改革につながった結果、離職が少ないの

もプラス効果だと考えている。 

        
 

(9) 副委員長挨拶 

     
 

(10)調査結果 

 〇 織田病院が属する佐賀県南部医療圏では、2012年に、85歳以上の人口が75歳

～79歳の人口を上回った。85歳以上の人口は増え続けており、この15年程で、

同医療圏の85歳以上の救急車搬送数は2.7倍、織田病院における85歳以上の新

規入院者数は3.2倍となった。全国でも同様の状況になりつつあり、近い将来、

在宅医療に頼らざるを得ない状況になるという。既に、在宅医療の件数は右肩

上がりであり、中でも85歳以上が圧倒的に多く、10年後には団塊の世代が85歳

以上になるため、先手先手で在宅医療の体制を整えていく必要があるとのこと

であった。 

 〇 そこで、織田病院では、多職種協働とＩＣＴの活用により「治す医療」から

「治し支える医療」への転換を図るため、以下の取組を行っているとのことで

あった。 

   ・ 従来の、医師の指示で全てが動くピラミッド型の体制ではなく、顔の見え

るところに多職種がいて専門職が医師に提案をしていく、「多職種協働のフ

ラット型支援チーム」により、異なる職種間で知識を共有し、在宅医療に必

要な知識を持つ専門職を育成している。 

病院内では、入院すると同時に退院支援のためのスクリーニングが開始さ
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れ、治療と並行して医師、看護師だけではなく、メディカルソーシャルワー

カー、薬剤師、管理栄養士、理学療法士などが職種の垣根を越えて意見を出

し合い、対象者を特定しており、安心して自宅へ帰すための仕組みづくりに

取り組んでいる。 

・ ＩＣＴを活用し患者情報を共有しており、入退院支援のデータベースによ

る情報収集の簡易化や、電子カルテのクラウド化、ＲＰＡの導入による業務

の効率化を図るほか、ベッドサイドで測定した体温や血圧等の情報をその場

でカルテに取り込んだり、スマートベッドを導入し、全入院患者の睡眠の状

態や心拍数、呼吸数を自動で計測して常に把握できるようにしている。この

ようなＩＣＴを活用した業務効率化や患者情報の共有は、医師の働き方改革

にもつながっている。 

   ・ 多職種で構成された在宅医療支援チームである「メディカルベースキャン

プ」を設置しており、病状が変化しやすい退院直後にもケアを継続して行う

ための仕組みづくりにも取り組んでいる。訪問看護師、ヘルパー、メディカ

ルソーシャルワーカー等で構成されており、株式会社オプティムのスマート

ホームメディカルケアを導入し、訪問看護を行うスタッフの位置や、ケアが

必要な方の自宅をリアルタイムでモニターに表示し、緊急時には、近くにい

るスタッフが駆けつけられる体制を整えている。また、自宅のテレビと病院

をつないでビデオ通話を行ったり、室内温度や患者の心拍・呼吸を把握する

など、在宅患者を院内でも管理することが可能である。この取組は、在宅看

護を不安に思っていた患者の安心にもつながっている。 

   ・ オンライン診療にも力を入れている。一人で通院困難な高齢者は、家族の

付き添いが不要となるため、家族からの要望が多く、80歳以上のオンライン

診療件数は全体の３割に上る。 

  〇 このように、織田病院では、多職種が協働しながら、ＩＣＴを活用した退院

支援や在宅医療に積極的に取り組んでいた。この取組は、今後、地域医療体制

の整備に関する委員会調査を行う上で大いに参考となった。 

 

３ 佐賀県庁 

(1) 調査目的 

佐賀県では、「子育てし大県“さが”プロジェクト」として、各ライフステー

ジに応じた切れ目ない支援を行っている。 

平成27年度から開始されたプロジェクトは、様々な所属が所管する約70事業で

構成されており、その内容は、出会い・結婚から、妊娠・出産、子育て・自立、

ワーク・ライフ・バランスの実現に関する支援まで多岐に渡る。 

こうした、組織横断的な子育て支援等への取組を調査することにより、子ど

も・子育て支援及び少子化対策に関する今後の委員会調査の参考に資するものと

する。 

 

 (2) 佐賀県庁出席者 
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   議会事務局議事課長、健康福祉部こども未来課子育てし大県推進担当係長、 

健康福祉部こども家庭課副課長、こども家庭課母子保健担当係長、健康福祉部

障害福祉課地域生活支援担当係長ほか 

 

 (3) 議会事務局（議事課長）挨拶 

 

 (4) 委員長挨拶 

       

 

(5) 概要説明 

  以下の内容等について、説明があった。 

  ア 子育てし大県さがプロジェクトの概要 

  イ 出会い、結婚に関する支援 

  ウ 子どもの居場所に関する事業 

  エ 子育てをアプリで応援事業 

  オ 医療的ケア児安心・安全な在宅生活サポート事業 

 

(6) 質疑応答 

質 疑 これまでの９年間で、75事業というたくさんの事業を展開したとのこ

とで、神奈川県でもこういうことをやってもらえたらよいだろうなと思

う内容が様々ある一方で、佐賀県も人口減少が進んでいるということで、

おそらく財政も潤沢ではないことが予測される中、子育て施策は、あれ

ばすごくいいなと思うが、どんどん増えていくと、行政サービスは一度

始めるとやめにくいものと思うが、やりながら精査していなかければな

らないということもあると思う。そういった中で、スタートしたが効果

を見てやめた事業はあるのか。 

先ほど、継続していくことが大切だから、民間に投げられるところは

移管しながら続けてきた事業もあると伺った。事業をどんどん増やして

いく中で、継続していくための課題があると思うが、事業の精査につい

てどのようにお考えなのか伺いたい。 
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応 答 最初、７事業からスタートし、今年度は75事業である。事業自体は充

実しており、中身をいかに磨き上げていくかというフェーズにあると認

識しているので、我々としても、これをもっと増やしていこうというス

テージにはないと思っている。事業自体も組織横断的に取り組んでおり、

例えば、子育てし大県“さが”プロジェクトであれば、こども局からそ

の部局に対して予算をつけるというわけではなく、それぞれの部局で考

えて、本当に必要なものを予算立てている。このように、自分たちの必

要な予算の中で子育てに通じるものを行っていくのか、各所属で精査し

ている。 

 

質 疑 事業としては精査しながら純増しているのか、それともやめたものは

あるのか。 

 

応 答 取組のやり方を変えるなどはあるが、基本的に、始まってからは純増

してきている。数としては、最初にぐっと増えた後は、昨年度70事業か

ら今年度75事業で少し増えて、少し廃止をしている事業もあり、ここか

ら先は70事業程度で、少し中身を見直したり、やり方を変えたり等で、

爆発的に事業を増やす段階にはないのかなと思う。 

なお、既存事業についても、大人だけを対象にしていたものを、子ど

もも対象にする、範囲を広げたり視点を変えることで、これまで子育て

し大県“さが”プロジェクトの事業ではなかったものを事業化するなど

もある。 

 

質 疑 さがウエディングストーリー発信事業の動画がよかったが、どこが作

ったのか。 

 

応 答 ＪＲ九州エージェンシーという福岡の会社である。 

 

質 疑 動画を流す媒体はユーチューブだけか。 

 

応 答 昨年度はテレビＣＭ、今年度であれば、映画館の最初の広告や、佐賀

駅のビジョン、ＳＮＳで流している。 

 

質 疑 伴走型支援をひとつのキーワードとして行っているのかなと感じた

が、よいと思う一方、今までと違ってお金を出すだけでなく、一緒に走

っていく、伴走していくということなので、職員の負荷の部分について、

問題点や、解決に向けて努力をしているところはあるか伺いたい。 

 

応 答 “子どもの居場所”で地域づくり推進事業でも伴走型支援と言った。

通常の人員ではそこまでできないというのが正直なところだが、地域お
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こし協力隊を所管している課から人員増が１名あった。それがなかった

らできなかった取組と考える。 

 

質 疑 こういった政策を行う上での問題意識を伺いたい。 

 

応 答 全国的に少子化で、佐賀県も数年前は年間6,000人程であったのが、

年間5,500人出生くらいまで落ち込んだ。年々減少している中で、知事

の、楽しく安心して子育てができる環境を、という思いがあり、そこを

感じていただけるような環境づくりをしなければと思い、推進本部を立

ち上げて、全庁横断的に取り組まなければいけないというところで行っ

ている。 

 

質 疑 妊娠期からの切れ目のない相談支援を行うとのことだが、母親を中心

とされているような印象を受ける。父親に育児参加を促すような施策は

どういったものがあるのか。 

 

応 答 男女参画女性の活躍推進課で、マイナス１歳からのイクカジ推進事業

を行っており、妊娠期から、父になる自覚を持ち子育てに取り組んでも

らおうと、父の家事育児参画に対する意識醸成、支援、父子手帳の作成・

配布なども行っており、妊娠期から取り組んでいただくことで産後も夫

婦で仲良く子育てをしていただくというような取組を別途、行っている。 

 

質 疑 資料の中でも知事が率先して家事を行っていることが挙げられてい

るが、マイナス１歳から始めるというのは児童虐待への効果もあると考

えてよいのか。 

 

応 答 母親１人で育児をしていると、産後は特に、うつや精神不安定なども

あり、妊娠期から取り組んでおかないと、いざ生まれてからのスタート

というのは手遅れになることが多いので、そういったところも含めて、

父と母が仲良く育児ができるよう環境を整えている。 

 

質 疑 ママリについて、自分も同じようなものを利用していたことを思い出

した。専門職の人数はどの程度で、ママリの相談件数はどの程度なのか。 

 

応 答 民間で運営されている事業者なので、人数はかなりおり、職種も心理

士や助産師、保健師、保育士、栄養士、父親の相談に乗るような方等た

くさんいる。また、県内の人には相談したくない方もいるので、県外の

相談を受ける人も登録されており、写真と肩書を見て、相談先を自分で

選ぶようになっている。最近、チャット相談が増えてきており、オンラ

イン相談も含めて、月10～15件程度である。 
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質 疑 佐賀県以外の方も利用する中、独自の補助はどのようになっているの

か。 

 

応 答 佐賀県居住の人しか佐賀県独自のメニューは開けないようになって

いる。 

 

質 疑 市町と佐賀県との関係性について伺いたい。例えば、ネウボラの事業

を見ても、新生児訪問や乳児家庭全戸訪問等、市町の事業だと思うし、

子どもの居場所づくりも、小回りが利くので、市町と連携をし、関係性

を密に、かつ役割分担を明確にしながらというところで、そういう意味

では、佐賀県はどういうふうに市町への支援をしているか。また、県と

の役割分担はどのようになっているのか。 

 

応 答 基本的には、広域的にしか取り組むことが難しいものをベースに県で

取り組むようにしている。例えば、対象者の方が市町ごとにかなり少な

かったり、市町ごとに支援の構築をするのが経済的にも人材的にも難し

かったり、そういったところを県で取り組むようにしている。佐賀県は

20市町しかないので、割と密に連携を取りながらやれているというよう

な感覚はある。 

 

質 疑 例えば、佐賀市なら自分たちでできるが、他の地方部の市町のフォロ

ーは割と県がやる等、そういった形なのか。 

 

応 答 佐賀市の分はやらないということはなく、20市町同じような支援をし

ている。 

 

質 疑 どちらかというと、県が主導していくというよりも、バックアップと

いう立ち位置なのか。 

 

応 答 取り組みづらいところを県で支援するというスタンスなので、市町の

大きさに関わらず県で支援をするという形をとっている。 

 

質 疑 プレコンセプションケアをどうやって行っているのか気になる。先ほ

どの説明でも、合計特殊出生率が高いだとか、それから、第３子以降の

割合も高いというのがあって、素晴らしい取組が行われているからこの

ような状況になっているというのもあると思う。しかし、全国的に神奈

川県も含め、プレコンをしっかりやっていかなければならないというの

があり、神奈川県も一応は、相談があればやっているが、まだまだ不妊

の方などにとどまっている状況であり、若い10～20代からやっていく必

要があるのではと考える。その辺りの取組でいいヒントがあればと思う。 
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応 答 佐賀県は、不妊治療支援に早めに取り組んでいた経緯もあり、助成金

や相談支援、啓発に力を入れてきた。不妊治療の保険適用化に伴い少し

手を引いたが、相談支援や補助金などは継続している。不妊治療は国の

支援にある程度シフトしているが、これからは、不妊治療になる前にプ

レコンに取り組むべきと考えており、今年度、産婦人科医会なども入る

協議会のようものを立ち上げ、どのようなプレコンセプションケアの推

進が必要か話し合いをしている。まずはセミナーの開催や啓発誌の作成

を考えているが、より若い世代に届けたいと考えており、教育関係との

連携による啓発や、早い時期からかかりつけの産婦人科を持ってほしい

と考え、産婦人科医会と一緒に、どういった形で産婦人科に気軽に行っ

てもらえるかについて、次年度の予算化に向け検討している。 

 

質 疑 居場所づくりについて、私の地域でも子ども食堂等に支援していこう

という企業もある。緩いつながりを持ててなんでも話せるような雰囲気

に持っていくというような取組もあったかと思うが、子ども食堂に取り

に来る人たちはまだいいというような話になってしまっていて、親に気

を遣ってしまって子どもが取りに行けない、そんなところに行っている

こと自体が親にばれたら大変だというように、子どもが親に気を遣って

しまい、子どもの貧困になってしまっていて、そういうとき、企業はど

こに支援すればいいのかとなってしまっている。子どもの貧困と言って

も、子ども食堂が全てをまかなえているか、居場所をまかなえるかとい

ったらそうではなく、実態としては、そこに来られない子たちをどうケ

アしていくかということについて非常に悩んでいるということがある。

企業支援も含めて、居場所づくりの中で何かそういうところまで踏み込

めたような事例や、そういうところにどう対応しているか伺いたい。  

 

応 答 子ども食堂は、生活が厳しい子どもだけが行くというイメージにより

足が向かないという話だと思うが、佐賀県では、所得が厳しい方だけで

はなく、地域食堂というイメージのコンセプトで、独り暮らしの老人な

ども含め、誰でも利用できるようなスタイルで行っているところもある

し、そのような助言もしている。また、そもそも家からなかなか外に出

られない困窮世帯もあるが、そういったところに対する取組としては、

子ども宅食の取組があり、こども宅食応援団という全国組織の佐賀県支

部に佐賀でいろいろやっていただいている。こちらは、訪問する形で月

に一回くらい、食料や日用品の支援をしているため、子どもだけではな

く、その世帯全体を支援するという取組も、子どもの貧困対策の部署で、

直接お金を支援するというわけではないが、側面支援をしている。 

 

質 疑 企業側での支援との連携はあるのか。 

 



12 

 

応 答 フードバンク関係の団体との連携としては、寄付が多い時期に、倉庫

が足りないという話になり、逆に佐賀県内の短大が、少子化で校舎が余

っており、校舎の一部をそういった食料の倉庫に貸していただけるとい

うことで、改装費を支援し、まずそこにハブ的に集めていただいて、そ

ちらの方に取りに行くと、効率が良くなるという、そういった部分では、

佐賀県としても一部支援させていただいているような動きはある。 

        
 

(7) 副委員長挨拶 

 

 

(8) 調査結果 

  〇 子育てし大県“さが”プロジェクトは、結婚、出産、子育ての希望がかない、

子供たちが、骨太で健やかに成長できる環境のもと、佐賀で楽しく子育てがし

たいと思われるような佐賀県づくりを推進するプロジェクトであり、現在の山

口知事就任直後の平成27年度に開始した。このプロジェクトを効果的に推進す

るため、子育てし大県“さが”推進本部を設置し、組織横断的に子育て支援に

対応していくために必要なことを定期的に議論している。令和５年度は75事業、

11億円の予算規模で取り組んでおり、支援自体は充実してきているため、現在

は、いかにこの制度を磨き上げていくかという段階に入っているとのことであ

った。 

  〇 今回の調査では、以下の４つの項目についての説明を受けた。 

   ・出会い、結婚に関する支援 
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縁カウンターさが事業として、商業施設の中に結婚相談所を開設し、一対

一の出会いを応援している。オンラインシステムを導入し利便性も向上させ

ており、平成26年の開設からこれまで、約240組が成婚している。 

さがウエディングストーリー発信事業では、令和３年に、結婚や家庭を持

つことの魅力を発信するとともに、「結婚をはじめ様々な幸せの形の希望を

かなえられるよう、佐賀県はしっかりと寄り添っていきたい」という意味を

込めた動画を製作し、テレビＣＭ、映画館、佐賀駅のビジョン、ＳＮＳで流

すことで、コロナ禍で低下した結婚の気運醸成に努めている。さらに、佐賀

県ならではの場所で結婚式を挙げてもらい、その様子を広報素材として活用

している。 

   ・子どもの居場所に関する事業 

佐賀県では、子どもの居場所を「地域のこどもたち誰もが、地域の信頼で

きる大人たちの見守りの中で、安心して集える場所」としており、食を提供

する場、学習支援の場、遊びを行える場などがあり、その形態も様々である。  

県内には、10市７町に70程の居場所の設置を把握している。 

子どもの未来応援コーディネート事業では、民間団体に委託し、子どもの

居場所と、その運営に必要な資源を提供する支援者をつないでいる。 

“子どもの居場所”で地域づくり推進事業では、子どもの居場所がまだな

い市町への訪問活動や、立ち上げの支援等を行っており、居場所の数を着実

に増やし、成果を上げている。 

   ・子育てをアプリで応援事業 

既存の「ママリ」というアプリを活用し、妊娠・出産・子育てについての

切れ目ない相談支援を行っている。従来、ママリは親同士が相談し合い交流

することができるアプリであったが、佐賀県は独自のシステムを構築し、親

同士で解決できない問題を専門家にオンラインで相談でき、それでも解決で

きない場合は、市町の保健師等につないで支援が受けられるという、伴走型

支援を可能にした。 

   ・医療的ケア児安心・安全な在宅生活サポート事業 

医療的ケア児支援センターにおいて、保護者や支援者からの相談を受け付

けており、医療的ケア児が退院する前から成長していくまで、ライフステー

ジに応じて、行政・医療・保健福祉・教育等に関する関係支援者で連携した

支援を行っている。今後は、圏域ごとに地域コーディネーターを配置し、県

の医療的ケア児支援センターを核として、より地域に密着したきめ細やかな

支援に取り組んでいく。 

  〇 これらの組織横断的な子育て支援の取組は、今後、子ども・子育て支援及び

少子化対策に関する委員会調査を行う上で大いに参考となった。 

 

４ 特定非営利活動法人ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮ（子どもの村福岡） 

(1) 調査目的 

特定非営利活動法人ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮは、子どもや家庭が地域社
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会から孤立することによって生じる様々な課題に取り組んでいる。 

当該法人が運営する子どもの村福岡では、様々な理由で親と離れて暮らす子

どもたちと里親が一緒に生活をしているほか、ショートステイ専用棟を設置し、

子どもを短期間預かることにより、虐待防止や家族の分離予防のための支援を

行っている。 

 また、福岡市からの委託により子ども家庭支援センターを設置し、公的機関

が開庁していない平日夜及び土日祝祭日に、育児不安、発達や障害に関する心

配等、家庭や子育てに関する相談を受け付けている。 

 こうした取組を調査することにより、子ども・子育て支援及び児童虐待防止

対策に関する今後の委員会調査の参考に資するものとする。 

 

 (2) 特定非営利活動法人ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮ出席者 

理事、子どもの村福岡 村長ほか 

 

 (3) 特定非営利活動法人ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮ（子どもの村福岡 村長）挨

拶 

 

 (4) 委員長挨拶 

     

 

 (5) 子どもの村福岡見学 

 

(6) 概要説明 

  以下の内容等について、説明があった。 

  ア 福岡市の社会的養護の現状 

  イ 特定非営利活動法人ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮの設立経緯 

  ウ 子どもの村の養育・支援モデル 

  エ 子どもの村福岡における里親ショートステイの取組 

  オ 子ども家庭支援センターの概要 

  カ 子ども家庭支援センターにおける里親ショートステイの普及啓発 

  キ 里親ショートステイの現状とこれから 
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  ク ヤングケアラー支援 

 

(7) 質疑応答 

質 疑 里親支援をこれから広げていく、ショートステイも始まってこれから

力を入れていく中で、課題もいろいろ見えてきたと思うが、人手、見る

人が足りておらず、地域の力を借りたいのかなと思う。この辺りの地域

の高齢者の方に見てもらうなどしてそこでコミュニティができたり等、

そういった取組は考えられているのか、課題等あれば教えてほしい。 

 

応 答 野菜を届けてくださったり、地域交流しており、関係性はありがたい

と思っている。ここは市街化調整区域にあり、今、少しずつ解除されて

住宅ができつつあるが、人口が少なく、子ども達は学校でも１学年１学

級で、ずっと一緒に進級していくようなイメージ。地域の方々とは子ど

もたちを通して交流はしているが、人手の問題という意味では、そこま

で進んでいない。社会的養護の子ども達については、支援に関わってい

る者、里親、ファミリーアシスタント等、皆、守秘義務がかかっており、

子どもたちが村に来ている理由等をあまり大っぴらにはできないなど、

プライバシーをどうやって安全に守っていくかという問題もある。子ど

もが野球チームや空手に入ったりなど、交流はあるが、地域住民がスタ

ッフとしてという取組は進んでおらず、若干慎重に考えている。私たち

も相談を受けるとき等は、内容を自分の家でも話さないなど、かなり徹

底して研修している。 

地域のつながりは大切で、いろいろな形で支援もしていただいている

ため、子ども達を通しての交流はできるだけしている。 

   質 疑 学校にもプライバシーの話を理解してもらう必要があると思

うが、その辺りはどうか。 

 

応 答 若干発達に課題のある子もいる中で、子どもを通して理解してもらっ

ている。また、毎年１回は施設に来てもらい、新任の先生方を中心にし

た研修もしており、学校の方もそういった形で人権教育をしてくださっ

ている。 

 

質 疑 子どものショートステイの受入先が足りないという問題は全国的に

聞く機会が多くあるが、受け入れてくれる里親が増えた要因をどのよう

に考えているのか。 

 

応 答 いわゆる里親に長期養育のイメージもあるため、「里親って？カフ

ェ」という形で呼びかけ、毎月１回ショートの里親についての啓発の場

を持っており、参加が１人であっても定期的に必ず行っている。 

最初は、西区の公民館を借りたり、西区役所にも御協力頂き、例えば
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図書館に、里親月間であれば里親に関するコーナーを作っていただいた

りなど、そういった形で里親という言葉に触れていただいたりと、普及

啓発を進めてきた。しかし、2014年から取り組んで、2019年はまだ３世

帯であった。 

里親になるには早くて半年、長くて１年～２年かかり、登録前に研

修・実習が必要だが、コロナのときは実習の場もなかった。あきらめず

に小さいところでも進めていって、成果は２年後３年後に出てくるもの。

里親は、なかなかたくさんはすぐには登録されないが、口コミの効果は

結構大きく、里親をやっている方の声を交流会や研修で聞くと、やって

みようかなとなる。行政で、というよりは里親の声が一番効果的で、研

修で経験した方に御協力いただくなどはとてもよいと思う。 

 

質 疑 普及啓発が重要だということと、あきらめないでずっとやっていたか

ら、いきなり増えたわけではなく、継続してやっと花開いたということ

か。 

 

応 答 そうである。 

 

質 疑 以前、市議のときに、ヤングケアラーの相談窓口が海老名にも必要だ

ということで、実は福岡市に視察に来たことがあり、ＳＯＳ子どもの村

があるからできている事業なのだと聞いていた。当時は始まったばかり

だったと思うが、ヤングケアラーは今どれくらいの取組がなされている

のか。また、里親ショートステイはよい取組と思うが、なじむのに時間

がかかると思う。７日間という期間では、子どもの負担感はどうなのか。

また、学校等の教育施設はどうしているのか。 

 

応 答 ショートステイについて、子どもは不安だとは思う。里親には、ウェ

ルカムという感じではなく普通に受け入れてもらっており、子どもの習

慣などをよく見ながらとお願いしている。事前の情報をどこまで言える

かは、保護者の方のニーズがあってのお預かりなので、プライバシーに

ずけずけは入れないが、事情があるというのを理解してもらうことが一

番だと思う。その上で、どこかに連れていってあげるとかではなく、で

きるだけ日常の生活をしてもらう。また、里親ショートステイの良いと

ころとして、できるだけ地域に近いところの里親さんを、というところ

で、地域の幼稚園や保育園にはできるだけ通ってもらっている。地域に

里親がもっといれば、もっとスムーズにできると思うので、もっと増や

していきたい。 

    ヤングケアラーは、立ち上げ当初は、今の当事者より、元ヤングケア

ラーからの電話が多かったが、だんだん高校や専門学校から進路に困っ

ているなどの相談も来るようになった。中身の支援も少しずつできるよ
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うになってきている。 

 

質 疑 現場の中で、公的、制度的にネックになっていることがあれば教えて

ほしい。 

 

応 答 里親は、以前は児童相談所、県の管轄で、ショートステイは市町村事

業であった。今は市町村が直接里親をお願いできるようになったが、そ

れまでは県のレベルの児童福祉施設を通さないとできなかった。今はス

ムーズにできるようになってきたと思うが、子育て支援は市町村事業だ

と思うが、こっちは県、こっちは市町村というのは事業がスムーズにい

かないところがあり、行政の縦割りがスムーズになるといいと考える。

議員の方には、市民の目から見てこういう事業はどうだろうというのを

行政に上げていただければ変わってくると思う。 

    

 

(8) 調査結果 

 〇 福岡市は、児童養護施設や乳児院の数が少ないが、虐待事案が増える中で、

里親家庭を増やすため、平成17年から市民と行政の協働事業である「新しい絆

プロジェクト」に取り組んでいる。この取組により、里親委託率は、取組開始

当初の6.9％から、令和５年３月末現在59.57％と増加し、全国一位となったと

のことであった。 

 〇 新しい絆プロジェクトの活動の中で、ＮＰＯ法人としてＳＯＳ子どもの村Ｊ

ＡＰＡＮが設立され、主として「家族と暮らすことができない子どもたちを“家

庭”で、地域の中で育てること」及び「“家族”が離れて暮らす事がないよう

に、家族を支援すること」を活動方針としているとのことであった。 

 〇 ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮでは以下の取組を行っているとのことであっ

た。 

  ・ 家族と暮らすことができない子どもたちのために、子どもの村福岡を立ち

上げ、児童相談所から委託された子どもたちを里子として受け入れている。

子どもの村福岡では、チーム養育を行っており、里親のほかに、養育と家事

の援助をするファミリーアシスタントや小児科医等の専門家と情報共有し
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ながら養育を行っている。また、実親との連携も大切にしており、従来の里

親養育では、実親が引き取る見込みのない子どもが里親に委託されることが

多かったが、実親の元に帰る支援も含めて養育をしている。 

  ・ 子どもの村福岡では、里親ショートステイのための専用棟も設置している。

里親ショートステイは、もともとは子育て支援サービスの一つとして始まっ

たが、今は虐待予防の切り札として活用されている。年間約800～900日受入

れを行っているが、全ての要望を受け入れることができず、受入体制をさら

に整えることが今後の課題である。 

   ・ 家族が離れて暮らすことがないように、子ども家庭支援センターでの相談

対応業務も行っている。センターでは児童相談所の相談時間とずらした夜間

や土日祝日に相談を受け付けており、年間の相談件数は約5,000件である。 

・ 里親の支援や普及促進にも取り組んでおり、里親に対する研修やショート

ステイの受入れ先を増やすための官民協働のプロジェクト「みんなで里親プ

ロジェクト」を行っている。このプロジェクトでは、区・里親・利用者の調

整やマッチング、里親ショートステイを行うためのサービスデザイン、里親

の新規開拓等を行っており、取組の成果もあって、近年里親の数は増えてき

ているが、まだすべてのニーズに答えられていない現状があり、より増やし

ていく必要がある。 

〇 これら、特定非営利活動法人ＳＯＳ子どもの村ＪＡＰＡＮの取組は、本県

の子ども・子育て支援及び児童虐待対策に関する委員会調査をする上で大い

に参考となった。 

 

５ 九州国際重粒子線がん治療センター 

(1) 調査目的 

   九州国際重粒子線がん治療センター(愛称サガハイマット)は、平成25年に九州

で初めて開院された重粒子線治療施設であり、民間主体の施設としては日本初で

ある。 

   重粒子線がん治療は、放射線治療法の一つであり、がん病巣をピンポイントで

狙いうちすることができ、がん病巣にダメージを十分与えながら、正常細胞への

ダメージを最小限に抑えることができる。当初は、先進医療としてスタートした

が、公的医療保険への適用も拡大されている。 

   本県でも県立がんセンターに重粒子線治療施設「ｉ‐ＲＯＣＫ」が併設されて

いるが、がん医療提供体制の充実を図っていく中で、他県の施設におけるがん治

療への取組を調査することにより、今後の委員会調査の参考に資するものとする。 

 

 (2) 九州国際重粒子線がん治療センター出席者 

公益財団法人佐賀国際重粒子線がん治療財団 理事長、専務理事ほか 

 

 (3) 九州国際重粒子線がん治療センター（公益財団法人佐賀国際重粒子線がん治療

財団 理事長）挨拶 
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 (4) 委員長挨拶 

    
 

(5) 概要説明 

  以下の内容等について、説明があった。 

  ア サガハイマットの特徴 

  イ 設立の経緯 

  ウ 治療実績 

  エ 第二期中期事業計画 

  オ 今後の課題 

 

(6) 質疑応答 

質 疑 日本初の民間施設ということで、重粒子線の施設は、これまでは公立

の施設ばかりだったと思うが、民間で実現できていなかった理由、また

民間のメリット・デメリットを伺いたい。 

 

応 答 私たちが計画を進めていた頃には既に、全国に民間でやりたいところ

はあったが、実現まで至らなかった。その中で、私たちが１番最初にな

った理由は、もともと佐賀県が言い出して、公的な信用力が大きかった

からと考える。よって、民間の企業からも寄附を頂くことができた。 

また、民間のメリットとしては、建設費が安く、建設までの期間が短

くなったと考える。民間でやったことで、少なくとも２年間は短縮でき

たと思う。一番最初から、25年の春に開設と命令が下されたので、なん

とかそれに合わせないといけないということでやり方を工夫した。また、

運営について言えば、人の採用なども柔軟にできる。 

 

質 疑 10年前にも視察に訪れたのだが、そのとき聞いたことで、民間でつく

ったということで佐賀県の人を優先で治療をするという話があった。佐

賀県が優先順位一番で、それ以外は九州のそれぞれの県の方が優先で、

他の県の方はお断りをしているという、10年前はそういう話だったと思

っている。また、重粒子線の治療をするに当たって、技師の育成が大変
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という話であったと思うが、今も変わらずに大変なんだと理解してよろ

しいのか。技師の育成が多くなればなるほど、多くのところで重粒子線

の治療ができるのではないかと認識しているが、その辺りをお聞かせ願

いたい。 

 

応 答 佐賀県の人優先ではなく、医療の世界は公平をモットーとしなくては

いけない。なお、寄附してくれた人が優先的に治療してもらえないかと

いう話はたまにあるが、そういうわけにもいかない。名前は、九州国際

重粒子線がん治療センターだが、財団に「佐賀県」と名前を付けたりな

ど、佐賀県に配慮した部分はあるが、公平性の範囲の中でやってきた。 

医師、技師の継続的な確保は非常に大きな問題であり、大学の放射線

の科と非常に強いコネクトを持って指導しており、重粒子線の知識とい

うのは技術も含めて大学ではなかなか学べないので、ここに大学から研

修医を送っていただいて、短期間経験していただく、そのような交流も

含めて、だんだん技術力もアップし、人員確保につながっている。放射

線技師は非常に大事な役割を担っており、日常的な重粒子線の稼働、維

持、安全確保、そういうところで非常に重要な仕事をしている。患者の

治療が終わってからも夜遅くまで点検に当たっているし、朝も始動する

前に来て、始動点検をしていただいている。現状18人確保しているが、

増やせばもう少し治療できるかとうとそういうわけではなく、治療室が

３つしかないため、今の人数ででカバーできている。ただ、辞めていく

人や異動する人もいるので、継続的に確保するために、重粒子線に特化

した放射線技師、レベルが高い人、できれば大学院まで行っている人が

欲しい。また、こちらに就職してからでも大学院に通えるようサポート

もしている。現状では、そのような形をとることで確保ができている。 

 

質 疑 県立がんセンターで、小児へはあまり適用していないと聞いた。その

辺りはどうなのか。また、病院と併設であれば、治療の一つとして重粒

子線も選べると思うが、重粒子線オンリーの施設では、他の医療機関か

ら来るときに、重粒子線について理解されていないと、適用外になる場

合があると思うが、その辺りの連携はどのようにされているのか。 

 

応 答 前の理事長が小児がんの専門家で、小児外科医でもあった。小児がん

の治療については、前理事長の夢であり強い気持ちがあったと思うが、

現実には、ほとんど行っておらず、これからの課題であると考えている。

保険適用外であったり、他科の医師がいないと難しいなどの課題もある。 

       また、単体施設であるハンデとメリットがあると思う。連携はとても

大切で、ここが生き残っていくためにも、いろんな連携施設と常に情報

交換をしていくことが必要だと考えている。医療施設から紹介の連絡が

あったときには、医療連携室が詳しく情報を聞き取るだけでなく、画像
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などを送ってもらって、適用があるかどうか前もって医師とも相談の上、

来てくださいと進むことになる。ここに来てから駄目だったということ

をなるべく減らそうと努力している。また、単体の施設であることのメ

リットとしては、外来施設だけなので、職員の数が少なく、ケアも患者

に寄り添って密にでき、医師もこの治療に特化しているというところが

ある。患者も病院の匂いもせずリラックスでき、短い間に治療が終わり、

痛みもなく帰っていただけて数回で治る、そういう場所を提供できると

いうこともあると思う。このように、病院附属でないことによって魅力

が出せているという面もあると思う。 

 

質 疑 部位別治療検討班の話だが、重粒子線治療の保険適用の拡大がひとつ

のテーマだと考える。臓器別キャンサーボードを確立するために、班の

実績が、全体の重粒子線のネットワークで力を発揮した例があれば教え

てほしい。また、臓器別キャンサーボードは、今後、ネットワークの中

で増えていくと考えられているのか。また、スポットスキャニング照射

はできたのか教えてほしい。最後に、先生は麻酔科医だが、先生がいら

っしゃったからこそできたことはあるか。 

 

応 答 部位別治療検討班が保険適用拡大に当たって力を発揮してきたかと

いう話だが、保険適用拡大は学会主導であり、検討班自体が力を発揮し

たということはあまり無いと思う。今、部位ごとに８つつくっているが、

これを増やす予定は今のところはない。ただ、部位別検討班が、重粒子

線を認めてもらう、広めていくということでは、効果はあったと思う。 

       また、スポットスキャニングは、平成30年の３月に３室のうち１室に

導入した。 

       麻酔科医については、後ろに引いて自分を出さない、後ろで全体を見

ながら支えていくのが基本的なスタンスだと考える。また、医療の安全

性にいつも目を配っている。そういったことを含めて、人と人とのつな

がりや和を大事にということを基本にしている。 
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 (7) 模型を用いた施設概要説明 

    

 

 (8) 副委員長挨拶 

    
 

 (9) 調査結果 

  〇 九州国際重粒子線がん治療センター（愛称サガハイマット）は、産学官の共

同プロジェクトとして、佐賀県や福岡県等からの補助金や、寄附金・融資等を

受け、事業費150億円を確保しスタートしたとのことであった。 

〇 重粒子線がん治療は、体にメスを入れずに行う「切らないがん治療」であり、

入院ではなく通院でのがん治療が可能である。この治療を行っている、サガハ

イマットの特徴は以下のとおりとのことであった。 

   ・ 国内４か所目、九州唯一の重粒子線治療施設であり、九州全体のがん患者

が身近なところで治療が受けられるようにとの思いから、九州新幹線が発着

する新鳥栖駅や高速道路からのアクセスも良く、交通の要衝である佐賀県鳥

栖市に位置している。 

   ・ 民間としては日本初の重粒子線治療施設であり、独立採算が求められ  

る。設立時は佐賀県からの補助金があったが、運営費についての支援はない。 

   ・ 神奈川県の重粒子線治療施設である「ｉ‐ＲＯＣＫ」は、県立がんセンタ

ーに併設されているが、サガハイマットは病院併設ではない単独施設である

ため、様々な機関等との連携・協力が必要であり、31の大学・法人等と医療

連携協定を締結している。 
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   ・ 診療科をまたぐ医師による８つの部位別治療検討班を設置しており、放射

線科の医師だけでなく他科の医師にも、重粒子線の内容の理解促進や治療方

針のオーソライズを行っている。 

  〇 病院内は、患者が利用するエリアの内装に木のあたたかみを生かし、ステン

ドグラスや間接照明などリラックスできるような工夫が施されている。また、

治療室は３室あり、治療室Ａは水平と斜め45度から、治療室Ｂは水平と垂直の

２方向から照射できる。治療室Ｃは、水平と垂直の２方向から照射が行える三

次元スキャニング照射装置を導入しているとのことであった。 

  〇 平成25年の８月から先進医療として治療を始め、令和４年の治療実績は

1,215人であり、累計で8,053人となったとのことであった。 

  〇 令和５年度～８年度の経営目標である第二期中期事業計画の概要は次のと

おりであった。 

   ・ 経常収支の黒字基調維持を目指すため、1,300人/年を患者数の上限とし、

計画を作成した。治療室が３室の中、１人あたりの治療時間を考えるとこの

人数が限度である。 

   ・ 令和８年度までに借入金（令和４年４月末20億円）を完済する。 

   ・ 将来の先端設備導入に向けた資金を確保するため、令和14年度をめどに50

億円以上の積立金を含む現金・預金を確保する。 

  〇 今後の課題は以下のとおりとのことであった。 

   ・ 中長期事業計画を着実に推進し、経営の安定を着実なものとすること。 

   ・ 肺がんや食道がん等、公的医療保険適用の拡大に向け、各施設と協働して

働きかけていくこと。 

   ・ さらなる重粒子線治療の高度化を推進するため、施設整備を行うこと。マ

ルチイオン照射が可能な小型の第５世代重粒子線治療装置である「量子メ

ス」の研究開発も行われているため、導入についても検討する。 

〇 本県でも県立がんセンターに重粒子線治療施設「ｉ‐ＲＯＣＫ」が併設され

ているが、民間の施設である、九州国際重粒子線がん治療センターのがん治療

に関する取組は、今後、委員会調査をする上で大いに参考となった。 


